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司法判断からみるハンセン病問題
Hansen’s disease problem from judicial judgment
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それに対して熊本地方裁判所は、平成 13 年 5 月 11 日、わが国の行政・立法がらい法制を継
続し、その下で隔離政策を継続してきたことを違法と判断した。このハンセン病国家賠償訴
訟判決 3）は非常に印象に残る判決であった（なお、患者の「家族」らは、平成 28 年 2 月 15
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、受け入れざるを得なかったのか
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、いつかららい法制
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を不要としていたのか



































































































































4 4 4 4
年に違憲性は明白
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という表現を使用しながらも違憲性と違法性を区別
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というよりも、厚生省が不必要な隔離政策を転換しなかった

























　熊本地裁第一次訴訟判決は、らい予防法（新法）施行は昭和 28 年であるが昭和 35 年以降
を原告が被った損害賠償期間と算定し、損害額については 4 段階で算定した 14）。ハンセン
病法制の歴史をひもとき、ハンセン病に対する医学水準と行政・立法の不作為について相当
－ 60 －
に踏み込んだ判決となり、時の小泉内閣は、平成 13 年 5 月 25 日に控訴の断念を決断し
た 15）。もっとも政府声明では、熊本地裁が立法の不作為に対する法的責任を広範に認めた
















年 2 月 15 日）と第二陣（平成 28 年 3 月 29 日）に分かれての提訴となる。らい予防法が廃
止されて 20 年を経る平成 28 年 3 月末の排斥期間が過ぎるまでの訴訟提訴となったが、平成
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できなかった






























　あるいは、筆者は、ハンセン病患者であった藤本松夫が昭和 28 年 8 月 29 日に熊本地裁出
張裁判で死刑判決を受け、控訴、上告ともに棄却された事件について冤罪の疑いが強く再審













　昭和 34 年「未収容らい患者」は、昭和 33 年末の患者数を全国（筆者註：復帰前の沖
－ 64 －
縄を除く。また、東京都、愛知県、京都府、鳥取県、岡山県の 5 都府県は未報告）で
1047 名、昭和 34 年中の増が総数は 341 名（新発見在宅患者が 291 名、新発見浮浪患者
が 8名、その他が 42名）、昭和 34年中の減が総数 427 名（入所が 303 名、死亡が 60名、
その他が64名）、昭和34年末の患者が988名、昭和34年末の一時救護患者が1名である。














では「結節型」が正しいものと思われる。）が 153 名、「斑紋型」が 54 名、「神経型」が
44 名、「その他及び不明」が 2名である。




は、864 人である。「伝染性あり」が 267 名、「伝染性疑あり」が 271 名、「伝染性なし」
が 232 名、「不明」が 67 名（筆者註：原本資料では「伝染性なし」「不明」について滋
賀県の人数が 5名抜けていたので「伝染性なし」が 237 人の可能性もある。）である。
　この 864 名の病型別は、「結節型」（筆者註：前述同様に原本資料には「結核型」とあ
るが、「結節型」が正しいものと思われる。）が 233 名、「斑紋型」が 151 名、「神経型」
が 453 名、「その他及び不明」が 9名である。ちなみに、この 846 名中「療養所入所経
験あり」が 284 名、「療養所入所経験なし」が 554 名（筆者註：原本資料では 544 名と
なっているが集計ミスと思われる）、「不明」が 8名である。
（以上の資料は、和田謙一郎「可治の時代に移行する前後のハンセン病と社会保障に関
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収容の必要はないが、療養指導の必要な患者
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療養指導の必要な患者




















942 名である。また、昭和 36 年中増
4
は総数 283 名（在宅患者 229 名、浮浪患者 4 名、その
他 50 名）、昭和 36 年中減
4
は総数 303 名（入所 221 名、死亡 28 名、その他 54 名）である。
その結果、昭和 36 年末患者が 922 名である 30）。
　入所した 221 名以外の者の内訳として「在宅患者のうち、収容を必要としなかった患者」
と「収容が必要であった患者」それぞれの具体的な数字がここで示されていないことは残念
である。しかし、9ヶ月のズレは生じるが（その結果、未収容患者は 35 年 3 月 31 日の段階
での 846 名と、35 年末の 942 名と 96
44
名の差がある）、先の資料の昭和 35 年 3 月 31 日現在
で「伝染性なし」とされた 232 名の在宅患者などは、療養所外での療養指導や投薬治療を受
けていたことになる。
















　たとえば、昭和 39 年 11 月に長島愛生園内での「療養生活研究委員会長島支部」により大
規模な調査 32）が行われ、翌年の 6月 28 日回収の調査 33）では（配布枚数 1440 枚、回収 1130
枚、回収率 76.47％、白紙を除く回答枚数 1042 枚、回答率 72.36％）、まず「軽症者の扱い」
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、また、どの程度の後遺障害があるか
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とならなかった者
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（傍点筆者）」







































































































































 7） 前掲、（3）、特に解放出版社編 pp.264‒321 を参照のこと。
 8） 前掲、（3）。この事件については、宇津木伸、他、編『別冊ジュリスト　医事法判例百選』pp.56‒57（有
斐閣 2006）でも判例研究して取り上げられた。また本稿では、青木美帆「ハンセン病国家賠償訴訟熊
本地裁判決」信州大学経済学論集第 54 号 p.153 以下（信州大学 2006）、石森久広「ハンセン病国家賠
償訴訟熊本地裁判決（「らい予防法」違憲国家賠償請求事件）九州公法判例研究会・公法判例研究第 69
巻第 1 号 p.117 以下（九州大学法政学会 2002）、大石眞「ハンセン病訴訟と憲法上の立法義務」判例時
報 1748 号 p.3 以下（2001）、采女博文「ハンセン病訴訟熊本地裁判決について」鹿児島大学法学論集第






14） 昭和 35 年以降の慰謝料額は、被害の程度に応じて、1400 万円、1200 万円、1000 万円、800 万円の 4
段階とされた。沖縄については、昭和 47 年 5 月 15 日本土復帰後の被害のみを賠償の対象とされた。前
掲、（3）。
15） 「ハンセン病問題の早期かつ全面的解決に向けての内閣総理大臣談話」平成 13 年 5 月 15 日公表。












20） 厚生省は昭和 35 年段階で療養所入所が必要ではない在宅患者








23） 朝日新聞、平成 28 年 4 月 26 日朝刊など。詳細は、「平成 28 年 4 月　最高裁判所事務局　ハンセン病
を理由とする開廷場所指定に関する調査報告書」全 60 頁である。別紙「有識者委員会意見」全 11 頁。



















































53） 加賀田一「和泉先生のご指摘について」『全患協ニュース第 688 号 1986（昭和 61）年 6月 15 日』。
54） 神戸地判昭和四九年九月二〇日、行採例集二三巻八・九号七一一頁など。

